
神奈川県強度行動障害対策事業実施要綱 
 
（目 的） 
第１条 神奈川県強度行動障害対策事業（以下「事業」という。）は、激しい行動障害を頻

回に示し、日常生活に困難が生じている状態（以下「強度行動障害」という｡）にある障

害児者がその有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営むことが

できるよう、実施施設が適切な相談・生活支援等を行うとともに、関係機関、家族及び

地域との連携を推進することにより、障害児者の生活を支え、福祉の向上に資すること

を目的とする｡ 
（実施主体） 
第２条 事業の実施主体は、神奈川県とする。 
（対象者） 
第３条 事業の対象者は、知的障害や自閉症等であって、多動、自傷、異食等、生活環境

への不適応行動を頻回に示すため、適切な支援を行わなければ日常生活を営む上で著し

い困難がある障害児者とする。 
（実施施設） 
第４条 事業の実施施設は、中井やまゆり園、子ども自立生活支援センター、三浦しらと

り園、津久井やまゆり園、愛名やまゆり園及び七沢学園とする。 
２ 前項のうち、中井やまゆり園を中核施設とする。 

（事業内容） 
第５条 事業の内容は、次のとおりとする。 

（１） 地域生活移行に関する取組 
（２） 強度行動障害対策生活支援事業 
（３） 在宅障害児者への支援 
（４） 強度行動障害に関する相談及び助言 
（５） 予防的支援に関する取組 
（６） 事業に関する啓発・普及 
（７） 強度行動障害に関する研修及び研究 

（役割分担） 
第６条 実施施設は、前条に規定する事業内容を実施する｡ 

２ 中核施設である中井やまゆり園は、前項のほか、実施施設の利用にかかる連絡調整

及び第５条第１項第７号の中心的役割を担うものとする｡ 
（連絡調整会議） 
第７条 事業を円滑かつ効果的に実施することを目的として、「強度行動障害対策連絡調整

会議」（以下「連絡調整会議」という。）を設置する。 
２ 連絡調整会議に関し必要な事項は、別に定める｡ 
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（職員の配置） 
第８条 第５条に規定する事業の実施にあたっては、各施設に必要な強度行動障害対策事

業担当職員を配置する。 
（報 告） 
第９条 本事業の実施施設は、翌年度４月末までに当該年度の事業実施状況等の報告書を

障害サービス課長に提出するものとする。 
（その他） 
第 10 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める｡ 
 

附 則 
この要綱は、平成１６年４月１日より施行する｡ 

附 則 
この要綱は、平成２０年４月１日より施行する｡ 

附 則 
この要綱は、平成２２年４月１日より施行する｡ 

附 則 
この要綱は、平成２８年４月１日より施行する｡ 

附 則 
この要綱は、平成２９年４月１日より施行する｡ 

附 則 
この要綱は、令和元年６月１日より施行する｡ 
 
 


